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【特集】「朝鮮三・一独立運動100年」その歴史像
の再検討 : 民族運動史の新たな可能性を探る（2）
































民地責任論の系譜について」『歴史評論』第 784 号，2015 年，17‐28 頁および永原陽子「植民地責任論」歴史学研究
会編『第 4 次現代歴史学の成果と課題 1 ─新自由主義時代の歴史学』績文堂出版，2017 年を参照。「道義的責任」
よりも，植民地支配における加害と被害の具体的究明の必要性について，愼蒼宇「『朝鮮強占』100 年と日本の植民














2007 年に発表されたエレズ・マネラの『ウィルソニアン・モーメント』は，1919 年にアメリカ 
国務省に世界各地から大量に寄せられた，植民地主義・帝国主義的抑圧からの解放を訴えた請願・


















史 5　強者の論理─帝国主義の時代』東京大学出版会，1995 年，379‐383 頁，小関隆「未完の戦争」山室信一・岡
田暁生・小関隆・藤原辰史編『現代の起点　第一次世界大戦 4 ─遺産』岩波書店，2014 年，8‐9 頁。
（3）　Erez Manela, The Wilsonian Moment：Self-Determination and the International Origins of Anticolonial 
Nationalism, New York：Oxford University Press, 2007. また，民族自決の否定を，ウィルソンの政治思想の矛盾，
すなわち「政治的成熟」の論理にみる中野耕太郎「『アメリカの世紀』の始動」山室ほか編『遺産』，225‐231 頁も参照。
（4）　Trygve Throntveit, “The Fable of the Fourteen Points：Woodrow Wilson and National Self-Determination,” 
Diplomatic History 35：3（2011）, 445‐481; Borislav Chernev,“The Brest-Litovsk Moment：Self-Determination 
Discourse in Eastern Europe before Wilsonianism,”Diplomacy & Statecraft 22：3（2011），360‐387.
（5）　Papers Relating to the Foreign Relations of the United States, The Paris Peace Conference, 1919,  vol. 13, 
Washington, D.C.：U.S. Government Printing Office, 1943, 93. 以下，PPC と略記する。
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（6）　荒井信一『戦争責任論』岩波書店，2005 年，第 1 章・第 2 章参照。基本的に第一次世界大戦の戦争責任論は，開
戦責任の所在をめぐって争われてきた。近年の研究動向整理として，Annika Mombauer,“Guilt or Responsibility? 































（9）　要 約 と し て，Helmut Bley/ Anorte Kremers,“Introduction,” Bley ／ Kremers（eds.），The World during 
the First World War, Essen：Klartext, 2014, 9‐18. ドイツ領東アフリカの犠牲者数については，Bill Nasson,
“Africa,”in Jay Winter（ed.），The Cambridge History of the First World War：Global War, vol. 1, Cambridge：
Cambridge University Press, 2014, 438‐440.
（10）　斎藤聖二『日独青島戦争』ゆまに書房，2001 年，とくに第 5 章「中国人の被害」および黄尊厳『日本与山東問題
─ 1914‐1923』斉魯書社，2004 年，64‐75 頁を参照。
（11）　パリ講和会議における「山東問題」についての外交史研究として，川島真『中国近代外交の形成』名古屋大学出
版会，2004 年，第 II 部第 3 章・第 4 章，中谷直司「ウィルソンと日本─パリ講和会議における山東問題」『同志
社法学』第 56 巻第 2 号，2004 年，245‐332 頁，申春野「パリ講和会議と日米中関係─『山東問題』を中心に」『国
際公共政策研究』第 9 巻第 2 号，2005 年 3 月，189‐206 頁。
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植民地責任論からみた 1919 年  （浅田進史）
１　ウィルソンの自己決定権─自由主義的植民地主義の発露として
1918 年 1 月 8 日にウィルソンが発表した 14 ヵ条演説では，植民地の独立を認めるような文言が
慎重に回避されていた。この点はこれまでもたびたび指摘されてきた。また，14 ヵ条が，1917 年









このロシア革命政権の声明と比べて，ウィルソンの 14 ヵ条のなかで植民地に直接言及した第 5
条は，「すべての植民地に関する要求は，自由かつ偏見なしに，そして厳格な公正さをもって調整
されなければならない」との文言で始まり，その「主権」をめぐって，「対象となる住民の利益（the 




（nationality）」の境界線に沿った再調整を（第 9 条・第 11 条），オーストリア＝ハンガリーおよび
オスマン帝国の住民については，「自治的発展」の機会を承認したにすぎなかった（第 10 条・第 12
条）（14）。






（13）　小沢，前掲，379‐381 頁，「平和に関する布告（1917 年 11 月）」歴史学研究会編『世界史史料 10　20 世紀の世
界 I ─ふたつの世界大戦』岩波書店，2006 年，53‐54 頁，「社会主義革命と民族自決権（テーゼ）」『レーニン全
集』第 22 巻，マルクス＝レーニン主義研究所訳，大月書店，1957 年，165 頁。この論説は最初に 1916 年 4 月に
『フォアボーテ（Vorbote）』誌上にドイツ語で発表された。その論題は「社会主義革命と諸国民の自己決定権（Die 
sozialistische Revolution und das Selbstbestimmungsrecht der Nationen）」である。
（14）　Arthur S. Link（ed.）, The Papers of Woodrow Wilson,  vol. 45, Princeton：Princeton University Press, 1984, 




これらの構想の文言は，1917 年 1 月 22 日に発表されたウィルソンによる「勝利なき平和」演説
にもすでに見出せる。そのなかで，彼は大国間の「勢力均衡」を否定し，大国でも小国でも「組織



























（15）　PWW, vol. 46, 322‐323. またその解釈について，長田彰文『日本の朝鮮統治と国際関係─朝鮮独立運動とア
メリカ　1910‐1922』平凡社，2005 年，78‐79 頁，また中野耕太郎「『アメリカの世紀』の始動」山室ほか編『遺産』
229‐230 頁参照。
（16）　PWW, vol. 40, 533‐537.
（17）　Manela, Wilsonian Moment , 26‐27.
（18）　Ibid. , 26‐28. トロッターについて，大森一輝『アフリカ系アメリカ人という困難─奴隷解放後の黒人知識人
と「人種」』彩流社，2014 年，第 5 章参照，ウィルソンとの会談については 139‐140 頁。
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和会議中の 1919 年 1 月 27 日，この制度について，ウィルソンは「遅れた［旧ドイツ］植民地を開
（19）　Manela, Wilsonian Moment , 29.
（20）　Ibid. , 29. 引用個所は以下。PWW, vol. 11, 573.
（21）　中野聡「米国植民地下のフィリピン国民国家形成」『岩波講座　東南アジア史 7 ─植民地抵抗運動とナショ
ナリズムの展開』岩波書店，2002 年，144 頁。


























リスは使節団派遣を認めなかったため，ワフド党は 1919 年 1 月 25 日付でカイロ駐在各国外交官








（24）　PPC, vol. 3, 740‐742. 
（25）　PPC, vol. 13, 93. 
（26）　Ibid. , 73.
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同様の論理は，インド国民会議派によってパリ講和会議へ派遣された代表の一人で，急進派と





















「150 年のイギリス支配のなかで，インドの進歩は 50 年のドイツあるいは日本の進歩よりも劣っ
た」と述べ，一世紀前のインドの識字率はイングランドとほぼ同じであったにもかかわらず，今で










（28）　ここでは，ニューヨークのインド自治連盟が発行した以下の版を参照した。Self-Determination for India , New 















































































































（38）　PPC, vol. 3, 755‐757. またその経緯について，申「パリ講和会議と日米中関係」197‐199 頁参照。
（39）　Chinese Delegation, The Claim of China for Direct Restitution to Herself of the Leased Territory of 









































8 月 2 日から 3 日にかけて，海軍も陸軍も山東での対ドイツ軍事行動に向けた準備を開始した。そ











て，8 月 25 日，中国政府の孫宝琦外交総長は，それでは山東省すべてが中立除外地域になると抗議










なし，その占領を正当化した。そして，10 月 31 日に青島総攻撃が開始され，11 月 7 日に青島のド
イツ軍要塞は陥落した。それ以降，青島で日本軍による占領統治が始まり，また膠済鉄道も日本軍
臨時鉄道連隊によって管理されることになった（45）。
膠州湾租借地のドイツ総督府は，大戦勃発以前の 1914 年 4 月，ヨーロッパでの戦争が東アジア






（43）　両者の交渉について，外務省編『日本外交文書　大正 3 年』第 3 冊，1966 年，167‐168 頁，353‐354 頁，364‐365
頁，379 頁。
（44）　『欧戦与山東問題（上）』129 頁。
（45）　経緯について，斎藤『日独青島戦争』89‐97 頁および 103‐104 頁。
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講和会議に向けて，賠償請求のための詳細な被害状況調査を行った（47）。9 月 2 日の日本軍の龍口上
陸以降，現地の中国当局より日本軍が民家・税関を占拠し，行軍のために人夫の雇用あるいは物資






め，10 月 6 日，外交部は山東将軍・巡按使宛の電報で，のちの賠償請求のために，山東省各地での
損害状況の調査と証拠を押さえるように指示した（49）。また，この指示に先立って，村民が日本兵に
よる強かん未遂・暴行事件の証拠をつかむ動きが現れている。10 月 3 日の外交部宛の報告によれば，
即墨県境の宋家荘で，日本兵が村の女性に対して嫌がらせをした際に，阻止しようとした村民 4 人
に負傷させ，また別の村落圏子では，婦女強かん未遂の際に一人が銃殺される事件が起きたが，そ
の際，村民は事件の証拠として軍服・軍帽を奪取していた。同様の事例は，10 月 19 日付の山東特
派員の報告にもみられる。9 月 25 日に即墨県宮家荘で発生した傷害事件，あるいは 9 月 27 日に同
（46）　ドイツ側の動向について，Shinji Asada, “The Siege of Qingdao：Mobilization and War Experiences in a 
German Leasehold in China during World War I,” in monde（s）9（2016），75‐92.
（47）　日本の行軍過程での中国人住民の被害および中国当局の被害状況調査について，斎藤『日独青島戦争』の第 5







10 月末以降，およそ 2 ヵ月の間，外交部は専門委員を派遣し，詳細な被害調査を行った。派遣
された専門委員は，日本軍が通過した 14 県に赴き，調査報告書を作成した。報告書は，殺傷・強
かん・財産損失・捕縛放火の 4 分類に区別されて，被害状況が記載された。青島陥落までに，死者





査を指示した。さらに，1915 年 1 月 18 日，外交部は各国に駐在する外交代表部に日独青島戦争後
の方針を通達した。それは，多大な官民財産の損害および将来の青島の処遇について，来たるべき
講和会議で事態を打開するほかないこと，そして各国に駐在する大使・公使は各国の国際法学者な





のなかで，山東での戦争被害の賠償請求問題を何度も議論していた。1 月 21 日の第 2 次会議録に
は，ドイツおよびオーストリアに対する要求として，中国の戦争被害についての賠償すること，ま
た山東権益を直接返還することが記された。2 月 1 日の会議でも，賠償損失問題修正草案について
代表団は内容を確認し，日独青島戦争時に中立国であった中国と同様に中立国であり，かつドイツ
軍によって中立を侵害されたベルギーの代表団宛に送付された（54）。













（54）　『巴黎和会与山東問題』389‐390 頁および 403 頁。
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はできなくなること，最後に日本に向かって要求しないのであれば，中国の中立を破った罪を問え
なくなることの 3 点が列挙された（55）。
結局，翌 3 月 5 日の会議で，現在，連合国同士である日本に向かって山東損失の賠償要求を提示
することは信用を失う恐れがあるとし，ドイツに向かって要求することになり，すぐに賠償額を確
定できないため，証拠書類を待つこととなった（56）。しかし，結局，パリ講和会議で最終的に決まっ
たヴェルサイユ講和条約のドイツの対中国関連条項（第 130 条～第 133 条）および山東問題関連の



















































（57）　たとえば，1919 年 1 月 27 日のウィルソンの発言，PPC, vol.3, 740.
